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第１節 計画の基本事項

１ 計画改定の趣旨

東日本大震災等の大規模地震をはじめ、近年、全国的にゲリラ豪雨等による大規模

な水害や土砂災害が発生し、大規模自然災害に対する事前の備えを行うことの重要性

が広く認識されつつある。本町は、山崎断層帯地震による人的・物的被害の発生が想

定されていること、台風や集中豪雨による度重なる被害が発生していることから、そ

の対策が重要な課題となっている。

このような中、国の「国土強靭化基本計画」、兵庫県の「兵庫県強靭化計画」が策定

され、あらゆる「大規模自然災害」に対して、「致命的な被害を負わない強さ」と「速

やかに回復するしなやかさ」を持った「国土強靭化」の実現に向けた取組が進められ、

本町においても、あらゆるリスクに対して「強靭な福崎町」をつくりあげていくため、

国土強靭化に関する施策を計画的に推進することを目的に「福崎町強靭化計画」を策

定した。

本計画は、令和６年度末をもってその計画期間が終了となるが、本町は、あらゆる

自然災害から地域住民の生命と財産を守り、重要な機能を維持できる強靭な地域づく

りに継続して取り組み続けるため、本計画を改定するものである。

２ 計画の位置付け

「福崎町強靭化計画」は、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靭化基本法（以下「基本法」という。）」第13 条に基づく国土強靭

化地域計画である。本町の行政運営の指針となる福崎町第６次総合計画との整合を図

りながら、分野別・個別計画の国土強靭化に関する施策の指針となるものである。

３ 計画の期間

福崎町強靭化計画の計画期間は、令和７年度から令和11年度の５年間とする。

第１章 基本的な考え方



第２節 強靭化に向けた基本目標

１ 基本目標

福崎町強靭化計画の基本目標は、国の基本計画や兵庫県強靭化計画を踏まえ、以下

のように設定する。

いかなる大規模自然災害等が発生しようとも

① 町民の生命の保護が最大限図られる

② 本町及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される

③ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られる

④ 本町の迅速な復旧・復興を可能にする

２ 事前に備えるべき目標

強靭化に向けた基本目標の実現に向け、事前に備えるべき目標として、以下の７つ

を設定する。

なお、本町の強靭化に関しては、まちの活性化や地方創生につなげていくことを一

つの重要な視点として捉える。

① あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ

② 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生

活環境を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ

③ 必要不可欠な行政機能は確保する

④ 経済活動を機能不全に陥らせない

⑤ 情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワー

ク等の被害を最小限に留めるとともに早期に復旧させる

⑥ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

⑦ 地域住民一人ひとりが防災・減災への備えに取組み、自助・共助に基づく地域

防災力を高める



第１節 福崎町の概要

１ 位置

本町は、兵庫県の中央部からやや南寄りに位置し、播

磨平野の北西部の一角を占める、周辺を緑の山々で囲ま

れた盆地形状の町域を有している。町域は、東西10.1km、

南北11.5km、総面積45.79k㎡であり、北は市川町、南

は姫路市香寺町、東は加西市、西は姫路市夢前町と接し

ている。中央部には市川が流れており、流域に農地と市

街地が広がっている。また、中国自動車道と播但連絡道

路が町域中央部のやや南側で交差し、福崎インターチェンジを擁する。また、播磨地

域の中核都市である姫路市の中心部からは約17kmの距離にあり、極めて恵まれた交通

立地条件を有している。

２ 気候

本町の気候は、おだやかな瀬戸内海型に類しているが、内陸型気候の影響を若干受

けており、最高気温33.2°C（8月）、最低気温-0.6°C（1月）と寒暖差が比較的大き

い。年降水量は1,445.0mmであり、大半が春期・夏季に集中している。

３ 人口

全国的な少子化・高齢化の中で、わが国の人口は減少傾向にある。本町も同様の状

況で年少人口、生産年齢人口は減少傾向、老年人口は増加傾向にあり、少子高齢化が

進んでいる。

資料：国勢調査【出典：福崎町第６次総合計画】

第２章 対象とする災害



第２節 福崎町における主要な災害リスク

１ 被害想定

兵庫県に大きな影響を及ぼす地震の中でも、本町において特に強い揺れ（震度５強

以上）が想定される地震について被害の想定を行った。

（１）山崎断層帯地震（内陸型地震）

・北西部、南東部が同時連動した場合：マグニチュード8.0

・福崎町での震度：震度６弱

項 目 福崎町

揺れによる建物被害
揺 れ

全壊棟数 6

半壊棟数 212

液状化 全壊棟数 14

火災による建物被害（冬・夕方6時） 焼失棟数 1

がけ崩れによる建物被害
全壊棟数 6

半壊棟数 14

建物倒壊による人的被害

（冬・早朝5時）

死者数 1

負傷者数 16

重傷者数 1

火災による人的被害

（冬・夕方6時）
風速6m/s以上 焼死者数 1

がけ崩れによる人的被害
死者数 0

負傷者数 0

ライフライン

施設の被害

上水道（1日目） 断水人口 1,035

下水道（1日目） 支障人口 265

電力供給 停電件数 65

ガス供給 停止戸数 -

通信（固定電話） 回線数 136

震災廃棄物発生量 千トン 27

避難者数等

建物被害 避難者数 189

断水（1日後） 避難者数 368

避難者総数 557

避難所生活者数（10時間後） 145

帰宅困難者数 1,654





（２）その他の伏在断層地震（内陸型地震）

「マグニチュード6.9クラスの地震は全国のどこでも発生しうる」との考え方

から、各市町直下で伏在断層が活動した場合の震度予測及び被害想定を行った。

1.各市町直下でのM6.9の地震が発生した場合の福崎町の震度

2.福崎町直下でのM6.9の地震が発生した場合の福崎町の被害想定

（３）台風やゲリラ豪雨等の水害

近年、時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを超えるよ

うな大雨が発生し、全国各地で災害が発生している。このような背景から、平成27

年に水防法の一部が改正され、新たに想定最大規模の降雨を対象とした洪水浸水想

定区域の指定などが義務付けられ、市川、七種川、平田川、雲津川、西谷川におけ

る洪水浸水想定区域が公表されており、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域

を併記した防災マップ（洪水・土砂災害編）、また、ため池が決壊した場合の浸水深

を示した防災マップ（ため池編）を令和２年度に作成し、各戸に配布した。

直下地震発生市町 福崎町の震度

福崎町、市川町 震度6強

姫路市、神河町、宍粟市、西脇市、加西市

加東市、多可町
震度6弱

加古川市、高砂市、稲美町、播磨町、相生市

たつの市、太子町、三木市、小野市、丹波市
震度5強

上記以外の市町 震度4以下

項 目 福崎町

揺れによる建物被害
揺 れ

全壊棟数 478

半壊棟数 2,201

液状化 全壊棟数 31

火災による建物被害（冬・夕方6時） 焼失棟数 1

建物倒壊による人的被害

（冬・早朝5時）

死者数 31

負傷者数 228

重傷者数 18

火災による人的被害

（冬・夕方6時）
風速6m/s以上 焼死者数 1

建物被害による避難者数（全半壊・焼失） 2,717



２ 対象とする災害

本計画で対象とする災害（想定するリスク）は、国土強靭化基本計画で示されてい

る大規模自然災害とあわせて、本町の災害リスクや直面している危機を踏まえ、以下

のように設定する。

災害の種類 想定する規模等 本町の災害特性

山崎断層帯地震
兵庫県の被害想定に基づく最大規

模の地震動

町全域における家屋等の

倒壊、孤立集落の発生等

台風・梅雨前線

豪雨等

風水害

スーパー台風や集中豪雨等が数時

間続くことで生じる風水害

市川、七種川、平田川、

雲津川、西谷川等の二級

河川、川すそ川、直谷川

等雨水幹線、谷川等普通

河川の氾濫等

土砂災害
記録的な大雨による土砂災害、地

震の揺れによる土砂災害

土砂災害(特別)警戒区

域、山腹崩壊危険地区等

の崩壊

大規模火災
糸魚川駅北大火のように、木造住

宅の密集地にて強風等による大火

木造住宅の密集地におけ

る大火等

複合災害
大規模地震や大雨による洪水など

が繰り返し発生する被害
上記の複合災害



第１節 脆弱性評価の手順

脆弱性評価は、国が示した評価手法を参考に、以下の手順で実施した。

① ７つの事前に備えるべき目標の妨げとなる「起きてはならない最悪の事態（リ

スクシナリオ）」を設定

② リスクシナリオを回避するために必要な施策分野として、総合計画の基本目

標（ともに進める持続可能なまちづくり／学びを充実し文化を育むまちづく

り／誰もが健やかに暮らせるまちづくり／地域の特性をいかした活力と魅力

のあるまちづくり／誰もが安全で快適に暮らせるまちづくり）を設定

③ リスクシナリオを縦軸に、施策分野を横軸に配置した「マトリクス表」を作

成し、最悪の事態の回避に寄与する既存の事業を整理

④ 「マトリクス表」を用いて、最悪の事態を回避するための課題及び必要な取

組を分析

第３章 脆弱性評価



第２節 脆弱性評価の結果概要

１ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定

事前に備えるべき目標の妨げとなる「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリ

オ）」を以下のように設定した。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

① あらゆる自然災害に対

し、直接死を最大限防ぐ

1-1
大規模地震に伴う住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合

的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生

1-2 地震に伴う住宅密集地等の大規模火災による多数の死傷者の発生

1-3
異常気象等における河川の氾濫・堤防の決壊、ため池の損壊等に

よる多数の死傷者の発生

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生

② 救助・救急、医療活動等

が迅速に行われるととも

に、被災者等の健康・避

難生活環境を確実に確保

することにより、関連死

を最大限防ぐ

2-1
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・

エネルギー供給の停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

2-3 警察・消防等の被災による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶に

よる医療機能の麻痺

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-6
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす多数の被災

者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

③ 必要不可欠な行政機能は

確保する

3-1
被災により現地の警察機能が大幅に低下したことによる治安の

悪化、社会の混乱

3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

④ 経済活動を機能不全に陥

らせない

4-1 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等の発生

4-2
食料等の安定供給の停滞に伴う生活・社会経済活動への甚大な

影響

4-3
農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の

低下



事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

⑤ 情報通信サービス、電力

等ライフライン、燃料供

給関連施設、交通ネット

ワーク等の被害を最小限

に留めるとともに早期に

復旧させる

5-1

テレビ・ラジオ放送の中断やインターネット・SNSの障害等によ

り、災害時に活用する情報サービスや通信インフラが機能低下

し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れ

る事態

5-2 電気、石油、LPガスの供給停止

5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

5-4 地域交通ネットワークの分断

⑥ 社会・経済が迅速かつ従

前より強靱な姿で復興で

きる条件を整備する

6-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により、復旧・復興が

大幅に遅れる事態

6-2

災害対応・復旧・復興を支える人材等（専門家、コーディネー

ター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術

者等）の不足、よりよい復興に向けたビジョンの欠如等により、

復興できなくなる事態

6-3
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復興が

大幅に遅れる事態

⑦ 地域住民一人ひとりが防

災・減災への備えに取組

み、自助・共助に基づく

地域防災力を高める

7-1
住民一人ひとりの防災意識が低い状況により、被害が拡大する事

態

7-2 人口減少、少子高齢化等の進行により、地域防災力の低下が生じる事態



２ 施策分野の設定

リスクシナリオを回避するために必要な施策分野として、総合計画の基本目標（と

もに進める持続可能なまちづくり／学びを充実し文化を育むまちづくり／誰もが健や

かに暮らせるまちづくり／地域の特性をいかした活力と魅力のあるまちづくり／誰も

が安全で快適に暮らせるまちづくり）を設定した。

３ マトリクス表による既存事業の整理

リスクシナリオを縦軸に、施策分野を横軸に配置した「マトリクス表」を作成し、

最悪の事態の回避に寄与する既存の施策・事業の整理を行った。

４ 脆弱性評価の結果

マトリクス表に整理した既存の施策・事業を踏まえながら、「どのようなことが起こ

ろうとも、最悪の事態に陥ることはないか」という観点から、不足している施策を確

認し、課題を抽出する脆弱性評価を行った。

以下に、脆弱性評価結果の概要を示す。



■リスクシナリオごとの脆弱性評価の結果概要

事前に備えるべき

目標

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
脆弱性評価の結果概要

① あらゆる自然

災害に対し、直

接死を最大限

防ぐ

1-1

大規模地震に伴う住宅・建

物・不特定多数が集まる施設

等の複合的・大規模倒壊によ

る多数の死傷者の発生

・防災上重要な施設における耐震化の更なる

推進を図ることが必要。

・人的被害の軽減に向け、住宅の耐震化を進

めることが最重要課題。

・耐震化に向け、住民への更なる周知や耐震

化に取組むための動機づけを進めることが

必要。

1-2

地震に伴う住宅密集地等の

大規模火災による多数の死

傷者の発生

・火災を発生させないという前提のもと、発

生した際の速やかな初期消火の体制づくり

や消防力の強化が必要。

・住民一人ひとりの心がけを高め、未然防止

を図ることが必要。

・地域の消防活動を担う消防団の団員確保が

必要。

・住宅の密集した地域における対策が必要。

・住宅火災警報器や消火器、感震ブレーカー

等の設置を促すことが必要。

・耐震化の必要性や耐震診断・耐震改修の支

援事業等の周知を図り、住宅・建築物等の

耐震化を促すことが必要。

1-3

異常気象等における河川の

氾濫・堤防の決壊、ため池の

損壊等による多数の死傷者

の発生

・兵庫県と連携のもと、河川改修や浚渫、維

持管理に取組むことが必要。

・洪水浸水想定区域等の周知を図ることが必

要。

・ため池管理者等関係機関との連携のもと、

適切な点検の実施や対策に取組むことが必

要。

1-4
大規模な土砂災害等による

多数の死傷者の発生

・災害の発生抑制に向けた施設整備や危険箇

所の周知等の対策が必要。

・林業振興施策の推進を図り、森林の適正管

理に努めることが必要。



事前に備えるべき

目標

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
脆弱性評価の結果概要

② 救助・救急、医

療活動等が迅

速に行われる

とともに、被災

者等の健康・避

難生活環境を

確実に確保す

ることにより、

関連死を最大

限防ぐ

2-1

被災地での食料・飲料水・電

力・燃料等、生命に関わる物

資・エネルギー供給の停止

・適切な役割分担のもとで、食料・飲料水等

の確保を図ることが必要。

・道路網の強化や災害発生時の道路啓開、緊

急輸送体制の構築に取組むことが必要。

2-2
多数かつ長期にわたる孤立

集落等の同時発生

・孤立が想定される集落の想定や緊急時のア

クセス手段の確保が必要。

2-3
警察・消防等の被災による救

助・救急活動等の絶対的不足

・警察・消防等が被災することを想定した対

策が必要。

・地域の救助・救急活動の担い手となる消防

団の育成支援に努めることが必要。

・道路網の強化や災害発生時の道路啓開、緊

急輸送体制の構築に取組むことが必要。

2-4

医療施設及び関係者の絶対

的不足･被災､支援ルートの

途絶による医療機能の麻痺

・医療施設の耐震化や災害発生時の体制強化、

人材の確保に努めることが必要。

・道路網の強化や災害発生時の道路啓開、緊

急輸送体制の構築に取組むことが必要。

2-5
被災地における疫病・感染症

等の大規模発生

・災害発生後の被災者の健康支援に取組むこ

とが必要。

2-6

劣悪な避難生活環境、不十分

な健康管理がもたらす多数

の被災者の健康・心理状態の

悪化による死者の発生

・適正な避難所・福祉避難所の確保に努める

ことが必要。

・住民が主体となった避難所運営に向けた取

組が必要。

・避難生活の長期化に備えた対応が必要

③ 必要不可欠な

行政機能は確

保する

3-1

被災により現地の警察機能

が大幅に低下したことによ

る治安の悪化、社会の混乱

・警察や町、関係機関との情報共有体制の構

築に取組むことが必要。

・災害発生時の治安悪化に関して、住民一人

ひとりの認識を高めていくことが必要。

3-2
行政機関の職員・施設等の被

災による機能の大幅な低下

・行政機能が大幅に低下する事態を想定して

おくことが必要。

・災害時相互応援協定を締結している市町村

からの支援の受入体制を検討しておくこと

が必要。



事前に備えるべき

目標

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
脆弱性評価の結果概要

④ 経済活動を機

能不全に陥ら

せない

4-1
重要な産業施設の損壊、火

災、爆発等の発生
・危険物施設の耐災害性の向上が必要。

4-2

食料等の安定供給の停滞に

伴う生活・社会経済活動への

甚大な影響

・災害時においても経済活動が継続されるよ

う農業基盤の強化が必要。

4-3

農地・森林や生態系等の被害

に伴う国土の荒廃・多面的機

能の低下

・林業振興施策の推進を図り、森林の適正管

理に努めることが必要。

・農地の適正管理に努めることが必要。

⑤ 情報通信サー

ビス、電力等ラ

イフライン、燃

料供給関連施

設、交通ネット

ワーク等の被

害を最小限に

留めるととも

に早期に復旧

させる

5-1

テレビ・ラジオ放送の中継や

インターネット・SNSの障害

等により、災害時に活用する

情報サービスや通信インフ

ラが機能低下し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動

や救助・支援が遅れる事態

・災害情報について、多様な情報伝達手段を

活用して、迅速に伝達・周知することが必

要。

・情報通信網の耐災害性の向上や情報伝達手

段の多重化に取組むことが必要。

5-2
電気、石油、ＬＰガスの供給

停止

・供給事業者との連携のもと、安定してエネ

ルギーを確保する体制の構築が必要。

5-3
上下水道施設の長期間にわ

たる機能停止

・水道施設の耐震化を進めていくことが必要。

・応急給水の体制強化に取組むことが必要。

・施設の耐震化による被災の防止や早期復旧

の体制整備に努めることが必要。

5-4
地域交通ネットワークの分

断

・道路網の強化や災害発生時の道路啓開、緊

急輸送体制の構築に取組むことが必要。

・災害発生時における公共交通の機能維持に

向けた備えが必要。



事前に備えるべき

目標

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
脆弱性評価の結果概要

⑥ 社会・経済が迅

速かつ従前よ

り強靱な姿で

復興できる条

件を整備する

6-1

大量に発生する災害廃棄物

の処理の停滞により、復旧・

復興が大幅に遅れる事態

・関係機関との連携のもと、災害廃棄物の適

正処理に向けた体制強化を図ることが必

要。

6-2

災害対応・復旧・復興を支え

る人材等（専門家、コーディ

ネーター、ボランティア、

NPO、企業、労働者、地域に

精通した技術者等）の不足、

よりよい復興に向けたビジ

ョンの欠如等により、復興で

きなくなる事態

・速やかな道路啓開や応急危険度判定等の実

現に向け、地元の建設業者・建築士会等と

の連携強化を図ることが必要。

・建設事業者の確保をはじめ、多様な担い手

の確保を想定しておくことが必要。

6-3

地域コミュニティの崩壊、治

安の悪化等により、復旧・復

興が大幅に遅れる事態

・速やかな住まいの確保に向けた体制強化が

必要。

・応急期・復旧期・復興期の状況に応じた適

切な住まいの確保が必要。

・被災者の生活再建支援を行う体制強化に努

めることが必要。

⑦ 地域住民一人

ひとり が防

災・減災への備

えに取組み、自

助・共助に基づ

く地域防災力

を高める

7-1

住民一人ひとりの防災意識

が低い状況により、被害が拡

大する事態

・様々な機会を通して住民一人ひとりの防災

意識の高揚に努めることが必要。

7-2

人口減少、少子高齢化等の進

行により、地域防災力の低下

が生じる事態

・地域防災力の担い手となる自主防災組織を

はじめとした多様な組織の活動支援に努め

ることが必要。



第１節 対応方策の体系

脆弱性評価の結果を踏まえ、リスクシナリオに応じた本町の強靭化に向けた対応方

策の体系を以下のように整理する。

第４章 強靭化に向けた対応方策

事前に備えるべき

目標①
あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

1-1 大規模地震に伴う住宅・建物・不特定多数

が集まる施設等の複合的・大規模倒壊によ

る多数の死傷者の発生

1-1-① 公共施設等の耐震化等

1-1-② 住宅の耐震化等

1-1-③ 各種補助事業の利用促進

1-1-④ 建築物等の倒壊防止対策

1-2 地震に伴う住宅密集地等の大規模火災に

よる多数の死傷者の発生

1-2-① 家庭・事業者における火災の未然防止

1-2-② 大規模火災の発生抑制

1-2-③ 初期消火の体制強化

1-2-④ 消防団等の活動の活性化

1-2-⑤ 火災に強いまちづくり

1-2-⑥ 住宅、建築物の耐震化の促進

1-2-⑦ 建築物等における防火用設備等の充実

1-3 異常気象等における河川の氾濫・堤防の決

壊、ため池の損壊等による多数の死傷者の

発生

1-3-① 河川改修等の推進

1-3-② 危険箇所の周知

1-3-③ ため池の対策

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者

の発生

1-4-① 土砂災害（特別）警戒区域等の対策の推進

1-4-② 危険箇所の周知

1-4-③ ため池の対策

1-4-④ 森林の適正管理



事前に備えるべき

目標②

救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・

避難生活環境を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、

生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

2-1-① 適切な役割分担のもとでの備蓄

2-1-② 事業者との連携強化

2-1-③ 災害に強い道路網の形成

2-1-④ 速やかな道路啓開の実現

2-1-⑤ 緊急時の輸送体制の確立

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時

発生

2-2-① ドローンによる被災状況の把握

2-2-② 災害に強い道路網の形成

2-3 警察・消防等の被災による救助・救急活動

等の絶対的不足

2-3-① 自助・共助による救助・救急活動の体制強化

2-3-② 消防団等の活動の活性化

2-3-③ 災害に強い道路網の形成

2-3-④ 速やかな道路啓開の実現

2-3-⑤ 緊急時の輸送体制の確立

2-3-⑥ 情報共有体制の強化

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、

支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

2-4-① 医療施設の耐震化

2-4-② 医療体制の充実

2-4-③ 薬剤の供給体制の整備

2-4-④ 災害に強い道路網の形成

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発

生

2-5-① 健康支援活動の体制整備

2-5-② 心の健康への専門的な支援の推進

2-5-③ 感染症等の予防、防疫活動の実施体制の整備

2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理が

もたらす多数の被災者の健康・心理状態の

悪化による死者の発生

2-6-① 避難者の健康確保

2-6-②
避難所としての機能を担う町有施設の耐震

化等



事前に備えるべき

目標③
必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

3-1 被災により現地の警察機能が大幅に低下

したことによる治安の悪化、社会の混乱

3-1-① 地域の治安の維持

3-1-② 治安悪化によって生じる事態の周知

3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能

の大幅な低下

3-2-① 行政機能の維持

3-2-② 職員の資質の向上

3-2-③ 受援体制の検討

事前に備えるべき

目標④
経済活動を機能不全に陥らせない

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

4-1 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等の発

生
4-1-① 危険物施設の対策

4-2 食料等の安定供給の停滞に伴う生活・社会

経済活動への甚大な影響
4-2-① 農業基盤の強化

4-3 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の

荒廃・多面的機能の低下

4-3-① 森林の適正管理

4-3-② 農地の保全・適正管理



事前に備えるべき

目標⑤

情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通

ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに早期に復旧させる

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

5-1 テレビ・ラジオ放送の中断やインターネッ

ト・SNSの障害等により、災害時に活用す

る情報サービスや通信インフラが機能低

下し、情報の収集・伝達ができず、避難行

動や救助・支援が遅れる事態

5-1-① 情報通信網の耐災害性の向上

5-1-② 多様な情報伝達手段の周知

5-2 電気、石油、ＬＰガスの供給停止 5-2-① エネルギー供給事業者との連携強化

5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止 5-3-① 水道施設の耐震化

5-3-② 速やかな給水の確保

5-3-③ 緊急連絡管の更新整備

5-3-④ 浄水施設の耐水対策

5-3-⑤ 汚水処理施設の対策

5-4 地域交通ネットワークの分断 5-4-① 災害に強い道路網の形成

5-4-② 速やかな道路啓開の実現

5-4-③ 緊急時の輸送体制の確立

5-4-④ 公共交通の機能維持



事前に備えるべき

目標⑥
社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

6-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞

により、復旧・復興が大幅に遅れる事態
6-1-① 災害廃棄物の適正処理の体制構築

6-2 災害対応・復旧・復興を支える人材等（専

門家、コーディネーター、ボランティア、

NPO、企業、労働者、地域に精通した技術

者等）の不足、よりよい復興に向けたビジ

ョンの欠如等により、復興できなくなる事

態

6-2-① 建設事業者の事業継続

6-2-② 多様な担い手の確保

6-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等に

より、復旧・復興が大幅に遅れる事態

6-3-① 応急危険度判定等の速やかな実施

6-3-② 応急仮設住宅の確保

6-3-③ 被災者の生活再建の支援

事前に備えるべき

目標⑦

地域住民一人ひとりが防災・減災への備えに取組み、自助・共助に基

づく地域防災力を高める

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）
対応方策

7-1 住民一人ひとりの防災意識が低い状況に

より、被害が拡大する事態

7-1-① 住民一人ひとりの防災意識の高揚

7-1-② 防災訓練の実施

7-2 人口減少、少子高齢化等の進行により、地

域防災力の低下が生じる事態

7-2-① 地域の防災活動の担い手の育成

7-2-② 多様な組織の連携強化



第２節 リスクシナリオに応じた対応方策

リスクシナリオ1-1 大規模地震に伴う住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合

的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生

1-1-① 公共施設等の耐震化等

l住民の命を守るとともに、速やかな復旧・復興の実現への備えとして、多数の者が

利用する建築物について、計画的な耐震化に取組む。その際、防災上重要な施設を

優先的に実施するなど、効率的に実施する。

l公共施設等総合管理計画に基づき、災害時に住民が利用する避難所や災害対策活動

の拠点となる施設、ライフライン関連施設等、地震発生による人命への重大な被害

や住民生活へ深刻な影響を及ぼすおそれのある施設については、優先的に耐震対策

や老朽化対策を図る。

l福崎町橋梁長寿命化修繕計画に基づき、レベル3の橋梁を優先的に補修する等、老

朽化対策を図る。

（主要な施策・事業）

・緊急避難場所耐震化事業

・公共施設等総合管理計画の推進

・橋梁補修事業

1-1-② 住宅の耐震化等

l山崎断層帯地震から住民の生命を守るためには、住宅の耐震化が最重要課題である

との認識のもと、ひょうご住まいの耐震化促進事業の活用を促しながら、住宅の耐

震化に努める。

l住宅の耐震化の対策による被害の抑制に向け、各種の補助事業の継続と周知に取組

む。

（主要な施策・事業）

・簡易耐震診断推進事業

・ひょうご住まいの耐震化促進事業

・産業活性化支援事業（町内業者を活用した住宅リフォーム支援事業）

事前に備えるべき

目標①
あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ



1-1-③ 各種補助事業の利用促進

l耐震化に向けた各種の補助事業に関して住民への周知を図り、対策の必要性を理解

していただくことが重要であり、細やかな情報発信や身近な取組の紹介を行うとと

もに、自主防災組織・自治会や民間事業者（設計事務所、工務店）との連携を図り

ながら各種の啓発活動に取組む。特に、高齢者に対しても、命を守るために不可欠

な取組であることの周知を図る。

l各種補助事業の更なる利用促進を促すために、事務手続きの簡素化の検討に努める。

（主要な施策・事業）

・新たな利用促進策の検討（事務手続きの簡素化）

・耐震診断・耐震改修を行う事業者の確保、連携強化

1-1-④ 建築物等の倒壊防止対策

l令和５年３月に改正した「福崎町空家等の適正な管理に関する条例」に基づき、福

崎町空家等対策協議会に諮りながら、空家等の倒壊を防止し、地域の防災力向上や

居住環境の改善、地域活力の一助につなげていくため、特定空家等除却事業を利用

促進する等老朽化して危険な空家の除却に努める。

l山崎断層帯を震源とする直下型地震の危険性の認識を高めるため、兵庫県が作成す

る被害想定の結果を踏まえながら、住民への周知・啓発に努める。

（主要な施策・事業）

・空家等の対策促進

・山崎断層帯を震源とする直下型地震の被害想定の周知

・空家活用支援事業

・特定空家等除却事業

リスクシナリオ1-2 地震に伴う住宅密集地等の大規模火災による多数の死傷者の発生

1-2-① 家庭・事業者における火災の未然防止

l火災の未然防止には、住民一人ひとりの火事発生への予防対策の心がけが重要であ

ることから、様々な機会を通した防災意識の向上に努める。

l住宅への火災警報器の設置が法令により義務化されていることの周知を図る。



（主要な施策・事業）

・火事の発生抑制に向けた啓発

・住宅用火災警報器給付事業

・防火パレードや年末特別警戒等による防火啓発

1-2-② 大規模火災の発生抑制

l失火や地震による延焼を伴う大規模な火災を発生させないよう、住民の防災意識の

向上や消防力の強化に努める。

（主要な施策・事業）

・感震ブレーカーの普及に向けた啓発

・避難時において可能な範囲でガスの元栓を閉める、ブレーカーを遮断する行動等の啓発活動

1-2-③ 初期消火の体制強化

l大規模火災を未然に防ぐためには、小さな火のうちに消す初期消火が重要であり、

消火方法の啓発や訓練、消火器・住宅用火災警報器の設置や更新を促す。

（主要な施策・事業）

・住宅用火災警報器の設置促進

・住宅用火災警報器給付事業

・消火器設置の啓発

1-2-④ 消防団等の活動の活性化

l消防団の消防力の維持・強化に向け、装備の適正な維持管理・更新や演習・訓練の

実施に努める。また、若手消防団員の確保や機能別消防団員の確保にも努める。

l地域消防力の強化に向け、関係機関が一体となった合同訓練を実施する。

（主要な施策・事業）

・福崎町消防団消防操法大会

・非常呼集訓練

・水防訓練

・水防講習会

・消防団協力事業所表示制度の普及



1-2-⑤ 火災に強いまちづくり

l地域住民はもとより、訪れる観光客が、安全・安心して過ごせるまちなみの形成に

向け、火災に強いまちづくりに努める。

l火災に強いまちづくりに向け、空家・空き店舗の改修や除却に取組む。

l避難経路の確保や消防車両の円滑な進入路の確保、延焼防止機能の確保に向け、細

街路の拡幅や交差点改良、オープンスペース確保に取組む。

l大規模火災を未然に防ぐためには、小さな火のうちに消す初期消火が重要であり、

消火方法の啓発や訓練、消火器の設置を促す。

（主要な施策・事業）

・簡易耐震診断推進事業

・ひょうご住まいの耐震化促進事業

・空家活用支援事業

・特定空家等除却事業

・空家バンク充実

・消火器設置の啓発

1-2-⑥ 住宅、建築物の耐震化の促進

「1-1-② 住宅の耐震化等」と内容は同じ。

1-2-⑦ 建築物等における防火用設備等の充実

l自ら避難することが困難な方が多く利用する施設である社会福祉施設や病院等にお

ける防火用設備等の充実を図るとともに、住宅等における住宅用火災警報器や消火

器、感震ブレーカー等の設置を促す。

（主要な施策・事業）

・住宅用火災警報器の設置促進

・住宅用火災警報器給付事業

・消火器設置の啓発

・感震ブレーカーの普及に向けた啓発



リスクシナリオ1-3 異常気象等における河川の氾濫・堤防の決壊、ため池の損壊等に

よる多数の死傷者の発生

1-3-① 河川改修等の推進

l兵庫県との連携のもと、計画的な河川改修に取組む。

l兵庫県、地元と協働して河川敷内の物件の撤去、堆積土砂の浚渫、草刈、雑木伐採

等を行い、河川環境の美化を図るとともに流下能力の向上に努める。

l内水浸水対策として雨水幹線及び支線水路の整備を進める。

（主要な施策・事業）

・雨水排水施設整備事業

・河川改修事業

・河川美化事業

・農業用河川工作物応急対策事業

1-3-② 危険箇所の周知

l水防法の改正を踏まえた想定最大規模降雨に基づく浸水想定区域について、住民へ

の幅広い周知に努める。

（主要な施策・事業）

・防災マップ（洪水・土砂災害編）の周知

・防災マップ（内水編）の作成

1-3-③ ため池の対策

l本町には、防災重点農業用ため池があり、大雨時や地震の揺れにより決壊しないよ

うに、兵庫県との連携のもと点検を行うとともに、必要に応じて対策に取組む。

（主要な施策・事業）

・ため池整備事業

・水利施設管理強化事業

・ため池の定期的な点検と維持補修

・防災マップ（ため池編）の周知



リスクシナリオ1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生

1-4-① 土砂災害（特別）警戒区域等の対策の推進

l兵庫県との連携のもと、災害の発生抑制に向けた施設整備や計画的な土砂災害警戒

区域等の対策に取組む。

（主要な施策・事業）

・砂防事業

・急傾斜地崩壊対策事業

・治山事業

1-4-② 危険箇所の周知

l土砂災害（特別）警戒区域の指定を踏まえ、危険箇所の周知に努める。また、土砂

災害防止法の対象とならない危険箇所においても災害が発生する可能性があること

から、自主防災組織における自主的な危険箇所の確認の活動支援や防災学習会の開

催支援に努める。

（主要な施策・事業）

・防災マップ（洪水・土砂災害編）、（ため池編）の周知

・大規模土砂災害の危険性に関する講習会・防災学習の実施

・法の対象とならない危険箇所の把握と周知

1-4-③ ため池の対策

「1-3-③ ため池の対策」と内容は同じ。

1-4-④ 森林の適正管理

l森林環境譲与税を活用した条件不利地の私有林（人工林）の間伐の推進をはじめ、

多様な林業振興施策の推進を図り、森林の適正管理に努める。

l関係機関との連携のもと、森林における危険箇所の定期的な点検や必要に応じた対

策を行う。

l森林の適正管理や森林整備・治山事業が災害に強い森林づくりにつながることの周

知を図るとともに、学校教育における森林保全意識の高揚に努める。



（主要な施策・事業）

・森づくりの普及、啓発活動の推進

・森林における危険箇所の点検や治山対策

リスクシナリオ2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギー供給の停止

2-1-① 適切な役割分担のもとでの備蓄

l被害想定に基づいた備蓄計画の策定を行うとともに、自助・共助・公助の適切な役

割分担のもとで備蓄の推進に取組む。

l家庭や地域において、一人3日分以上の食料・備蓄を促していくため、啓発活動や

自主防災組織における備蓄の支援に取組む。

l災害用トイレや簡易ベッドの活用、間仕切り用パーテションによりプライバシーを

確保するとともに、夏、冬を考慮した防災備蓄品を整備する。

（主要な施策・事業）

・備蓄品の整備

・家庭や地域における備蓄の促進に向けた啓発

2-1-② 事業者との連携強化

l事業者との「災害時における物資の供給に関する協定」の締結に取組み、災害時に

おける食料・飲料水等の確保に向けた体制整備に取組む。

（主要な施策・事業）

・災害時における物資の供給に関する協定の締結

2-1-③ 災害に強い道路網の形成

l関係機関との連携のもと、災害に強い道路網の形成に向け、福崎町舗装修繕計画、

福崎町橋梁長寿命化修繕計画を基に老朽化対策を行う。

事前に備えるべき

目標②

救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・

避難生活環境を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ



（主要な施策・事業）

・道路改修事業

・道路改良事業

・橋梁補修事業

2-1-④ 速やかな道路啓開の実現

l土木・建設事業者との「災害時における応急対策業務に関する協定」の締結に取組

み、町内の道路啓開の速やかな実施に向けた体制整備に取組む。

l道路啓開において発生する災害廃棄物や土砂の仮置場の確保に向け、候補地の抽出

を行う。

l災害時の応急対策活動が円滑かつ迅速に実施できるように、町有車両を緊急通行車

両として届出（事前届出制度）を行う。また、ライフライン事業者や建設事業者、

医療機関に対して緊急通行車両・規制除外車両の事前届出制度の周知に努める。

（主要な施策・事業）

・災害時における応急対策業務に関する協定の締結

・道路啓開訓練の実施

・町有車両の緊急通行車両としての届出

・関係機関への事前届出制度の周知

2-1-⑤ 緊急時の輸送体制の確立

l緊急時の輸送体制の確立に向け、緊急用ヘリコプター離着陸場の維持管理や新規整

備場所の確保に取組む。

l緊急時における物資の搬入・搬出の円滑な実施に向け、関係機関との連携のもと、

物資の配送計画の作成に取組む。

（主要な施策・事業）

・緊急用ヘリコプター離着陸場の維持管理

・物資配送計画の作成

リスクシナリオ2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

2-2-① ドローンによる被災状況の把握

l孤立集落を速やかに解消するよう道路等の復旧を行うために、ドローンにより被災



状況、範囲を確認できるように努める。

（主要な施策・事業）

・職員のドローン操作講習受講

2-2-② 災害に強い道路網の形成

「2-1-③ 災害に強い道路網の形成」と内容は同じ。

リスクシナリオ2-3 警察・消防等の被災による救助・救急活動等の絶対的不足

2-3-① 自助・共助による救助・救急活動の体制強化

l災害時においては、警察・消防等が被災したり、土砂の崩壊等を起因とした道路閉

塞が生じることにより、救助・救急活動を担う機関の対応が困難になる事態が想定

されることから、自主防災組織による救助・救急活動の体制強化として、救助・救

急対応に関する訓練や救命講習会の実施、自主防災組織における防災資機材の整備

に努める。

（主要な施策・事業）

・防災資機材の整備

・防災講習の実施

・自立（律）のまちづくり交付金事業

2-3-② 消防団等の活動の活性化

「1-2-④ 消防団等の活動の活性化」と内容は同じ。

2-3-③ 災害に強い道路網の形成

「2-1-③ 災害に強い道路網の形成」と内容は同じ。

2-3-④ 速やかな道路啓開の実現

「2-1-④ 速やかな道路啓開の実現」と内容は同じ。

2-3-⑤ 緊急時の輸送体制の確立

「2-1-⑤ 緊急時の輸送体制の確立」と内容は同じ。



2-3-⑥ 情報共有体制の強化

l災害時において、警察、消防等が迅速かつ的確に災害対応を行うため、救出・救助

活動支援、交通障害物の撤去や緊急輸送路の確保等平時から連携内容を相互に確認

し、連携体制のさらなる充実・強化を図る。

（主要な施策・事業）

・警察、消防等の連携強化

リスクシナリオ2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶によ

る医療機能の麻痺

2-4-① 医療施設の耐震化

l医療機関等と連携を図りながら、病院・診療所等の耐震化の促進に努める。

（主要な施策・事業）

・病院・診療所等の耐震化

2-4-② 医療体制の充実

l町内、郡内の医療機関のみでは対応の困難が予想される災害に備え、中播磨圏域地

域において策定している災害救急医療マニュアルに基づき、圏域内の医師会、医療

機関、兵庫県等の関係機関と連携のもと、対策に努める。

l災害時の医療活動の継続が図られるように医薬品の医療機関での流通備蓄の依頼を

行い、医療活動用の車両の確保や燃料供給体制の整備等に取組むとともに、開院し

た医療機関への移送体制の構築に努める。

（主要な施策・事業）

・医療機関等との連携強化

・医療機関での災害用医薬品の備蓄

・医療活動の支援体制の整備

2-4-③ 薬剤の供給体制の整備

l災害時においては、医療機関が被災したり、土砂の崩壊等を起因とした道路閉塞が

生じたりすることにより、医療機能が麻痺する事態が想定されることから、医療救

護所で必要となる薬剤の供給体制の整備に努める。



（主要な施策・事業）

・災害時の医療品及び衛生材料の供給体制の整備

2-4-④ 災害に強い道路網の形成

「2-1-③ 災害に強い道路網の形成」と内容は同じ。

リスクシナリオ2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-5-① 健康支援活動の体制整備

l災害発生後は、生活環境の悪化や被災の心理的影響から、体調を崩したり、病気に

なったりすることも想定されることから、関係機関との連携のもと、被災者の健康

支援に当たる。

（主要な施策・事業）

・災害発生後の被災者の健康支援体制の構築

2-5-② 心の健康への専門的な支援の推進

l被災による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症に対して、

関係機関との連携のもと専門的な相談・支援が行える体制づくりに努める。

（主要な施策・事業）

・心のケアの体制づくり

2-5-③ 感染症等の予防、防疫活動の実施体制の整備

l避難所における新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の流行を予防するた

め、マスクの着用や手指の消毒の奨励、防疫活動に努める。また、感染症の発症が

確認された際の患者の隔離、消毒の実施等の蔓延防止措置についても検討しておく。

l災害時において下水の速やかな排除・処理を行う。また、これらを迅速に行うため、

関係各機関の連絡体制及び応援体制の構築に努める。

l「災害時における浄化槽等の復旧活動等に関する応援協定」に基づき、浄化槽に被

害が発生した場合の状況の把握や、応急処置等の円滑な対処に努める。



（主要な施策・事業）

・感染症対策の実施に向けた体制強化

・防疫活動の実施に向けた体制強化

リスクシナリオ2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす多数の被災者

の健康・心理状態の悪化による死者の発生

2-6-① 避難者の健康確保

「2-5-① 健康支援活動の体制整備」、「2-5-② 心の健康への専門的な支援の推進」

と内容は同じ。

2-6-② 避難所等としての機能を担う町有施設の耐震化等

「1-1-① 公共施設等の耐震化等」と内容は同じ

リスクシナリオ3-1 被災により現地の警察機能が大幅に低下したことによる治安の悪

化、社会の混乱

3-1-① 地域の治安の維持

l災害時においても地域の治安の維持が図られるよう、災害時に警察や町、関係機関

における情報の共有に向けた体制の確認と、住民への確実な伝達手段の確認を実施

する。

l災害時においても安全安心な地域コミュニティを確保するため、平時から地域防犯

の強化を図ることを目的として防犯カメラを設置する。

（主要な施策・事業）

・関係機関連絡協議会による災害時における情報共有、住民への伝達手段の確認

・防犯カメラの設置

事前に備えるべき

目標③
必要不可欠な行政機能は確保する



3-1-② 治安悪化によって生じる事態の周知

l警察機能の低下が生じた際には、無人となった住宅・店舗、コンビニエンスストア

のＡＴＭ、自動販売機を狙った窃盗事件等が発生するおそれがあるため、関係機関

の連携のもと、災害発生時における治安悪化によって生じる事態の周知に努める。

（主要な施策・事業）

・災害時における治安悪化によって生じる事態に関する啓発

リスクシナリオ3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

3-2-① 行政機能の維持

l災害時においても適切な行政運営が図られるように、初動対応マニュアルの作成に

取組む。

l災害が発生し、自力による応急対策が困難な場合に備え、兵庫県、他市町との相互

応援協定の締結を推進する。

l災害時には、職員だけでの対応は困難になることから、自主防災組織をはじめとし

た関係団体との役割分担について検討していく。

l災害時の防災拠点として災害対策本部機能の維持確保に不可欠な役場庁舎の非常用

電源設備の整備、概ね72時間は非常用電源が稼働できるよう十分な燃料の備蓄を確

保する。

l災害時における行政情報システム機能の維持・機能を図るため、「ICT部門の業務継

続計画（ICT-BCP）」の策定に取組む。また、重要システムにかかるサーバーへのデ

ータセンターへの移設や具体的災害を想定した訓練など、情報システムの機能維持

に取組む。

l老朽化が進行し、また、洪水浸水想定区域内に存している中播消防署を洪水浸水想

定区域外へ移転する。

（主要な施策・事業）

・職員初動マニュアルの作成

・職員参集訓練の実施

・協定締結による関係団体との連携強化

・「ICT部門の業務継続計画（ICT-BCP）」の策定

・中播消防署の移転



3-2-② 職員の資質向上

l新規採用職員の研修や職場外研修の機会において、防災・減災に関する学習機会を

設けることにより、職員の資質の向上に努める。

（主要な施策・事業）

・職場外研修の推進

・新規採用職員等研修の推進

3-2-③ 受援体制の検討

l災害発生時においては、災害時相互応援協定に基づく兵庫県・他市町からの職員の

支援をはじめ、緊急消防援助隊や警察災害派遣隊、自衛隊の災害派遣といった様々

な救援・救助部隊の活動が想定されることから、受入体制の構築に向けた受援計画

の作成に取組む。

（主要な施策・事業）

・受援計画の作成

リスクシナリオ4-1 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等の発生

4-1-① 危険物施設の対策

l危険物施設における災害時の損壊、火災、爆発等が生じないように、事業者の理解

と協力を得ながら耐災害性の向上に努める。

（主要な施策・事業）

・危険物施設の耐災害性の向上に向けた啓発

リスクシナリオ4-2 食料等の安定供給の停滞に伴う生活・社会経済活動への甚大な影

響

事前に備えるべき

目標④
経済活動を機能不全に陥らせない



4-2-① 農業基盤の強化

l本町の第１次産業に関して、災害時においても経済活動が継続されるよう農業水利

施設の長寿命化対策及びほ場整備による基盤の強化に努める。

（主要な施策・事業）

・ほ場整備事業（耕作条件改善事業）

・維持管理適正化事業

・長寿命化対策事業

リスクシナリオ4-3 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の

低下

4-3-① 森林の適正管理

「1-4-④ 森林の適正管理」と内容は同じ。

4-3-② 農地の保全・適正管理

l多様な農業振興施策の推進を図り、農地の適正管理に努める。

（主要な施策・事業）

・ほ場整備事業（耕作条件改善事業）

・農地有効活用総合対策事業

・中山間地域等直接支払事業

・多面的機能支払事業

・日本型直接支払制度（多面的・中山間）事務の支援

リスクシナリオ5-1 テレビ・ラジオ放送の中断やインターネット・SNSの障害等により、

災害時に活用する情報サービスや通信インフラが機能低下し、情報

の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態

事前に備えるべき

目標⑤

情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通

ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに早期に復旧させる



5-1-① 情報通信網の耐災害性の向上

l防災行政無線をはじめとした情報伝達手段の耐災害性の向上を図る。また、ＩＣＴ

（情報通信技術）の進歩をタイムリーに捉え、常に最適な情報通信手段の検討に努

める。

（主要な施策・事業）

・防災行政無線の維持管理

・ひょうご防災ネット等関係機関のＳＮＳ活用

・主要な避難所へのＷｉ-Ｆｉ設備の設置検討

5-1-② 多様な情報伝達手段の周知

l災害発生時に、確実な情報伝達が行われるよう、防災訓練の機会を活用して、自主

防災組織の代表者への防災行政無線の使用方法の周知に努める。

l災害時に、情報の寸断が発生した場合の安否確認等における情報伝達手段として、

災害用ダイヤル１７１やＷｅｂ１７１等の災害用伝言板の利用方法に関する啓発に

努める。

lふくさき防災ネットや避難情報（避難指示）の緊急情報等を配信するお知らせシス

テムへの登録の啓発に努める。

（主要な施策・事業）

・災害用ダイヤル１７１やＷｅｂ１７１等の災害用伝言板の利用方法に関する啓発

・ふくさき防災ネットやお知らせシステムへの登録に関する啓発

リスクシナリオ5-2 電気、石油、ＬＰガスの供給停止

5-2-① エネルギー供給事業者との連携強化

l災害時においても、速やかなエネルギーの確保が行われるよう、電気、石油、ＬＰ

ガスの供給事業者との協定締結により、確実な供給体制の構築や速やかな復旧への

備えに取組む。

l電力会社が実施している電力設備の復旧訓練の継続実施を促すとともに、町や地域

との合同訓練についても検討する。



（主要な施策・事業）

・エネルギー供給事業者との協定締結

・電力会社が実施している電力設備の復旧訓練

リスクシナリオ5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

5-3-① 水道施設の耐震化

l作成した水道事業ビジョン・経営戦略に基づき、水道施設の耐震化に取組む。

（主要な施策・事業）

・老朽管路の更新による耐震化

・基幹施設耐震診断及び設計、補強

5-3-② 速やかな給水の確保

l災害時において復旧用配管材料等の確保や復旧活動の協力にかかる「災害時におけ

る水道応急対応へ協力に関する協定」を締結した福崎町管工事業協同組合と定期的

に合同訓練を実施する。

l水道施設が損傷した場合に、速やかな飲料水の確保に向け、応急給水の体制強化に

努める。

（主要な施策・事業）

・民間事業者や関係機関との合同訓練の実施

・応急給水の実施に向けた関係機関との連携強化

5-3-③ 緊急連絡管の更新整備

l三ノ宮配水池配水系の西治地区と辻川山配水池配水系の南田原地区を結ぶ「八反田

水管橋」の更新に取組む。

（主要な施策・事業）

・八反田水管橋の耐震補強工事

・耐震補強工事に向けた関係機関との協議

5-3-④ 浄水施設の耐水対策

l七種川が氾濫した場合に備えて、福田水源地の耐水強化に取組む。



（主要な施策・事業）

・福田水源地の耐水対策の検討、工事実施

5-3-⑤ 汚水処理施設の対策

l最適整備構想に基づき、農業集落排水処理施設及び設備の適正な維持管理に取組む。

また、効率的な汚水処理の実現に向けて、公共下水道への統合を順次進める。

l公共下水道へ統合後の農業集落排水処理場について、大雨等による不明水増大時の

流量調整機能、仮設トイレとしての活用等防災機能を付加することを検討する。

l福崎町公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、福崎町浄化センター等施設

及び設備の計画的な更新及び適正な維持管理に取組む。

l仮設電源の確保

l通報システムの強化

l田原中継ポンプ場、各マンホールポンプの防水対策

l複線化等による圧送管の強化

l施設規模の見直しと対策

（主要な施策・事業）

・福崎町下水道事業業務継続計画の適正な執行

・汚水処理施設及び設備の計画的な更新

リスクシナリオ5-4 地域交通ネットワークの分断

5-4-① 災害に強い道路網の形成

「2-1-③ 災害に強い道路網の形成」と内容は同じ。

5-4-② 速やかな道路啓開の実現

「2-1-④ 速やかな道路啓開の実現」と内容は同じ。

5-4-③ 緊急時の輸送体制の確立

「2-1-⑤ 緊急時の輸送体制の確立」と内容は同じ。

5-4-④ 公共交通の機能維持

l災害時においても鉄道やバスの公共交通が維持されるよう、運行事業者におけるＢ



ＣＰの作成を促す。

（主要な施策・事業）

・運行事業者のＢＣＰ作成促進

リスクシナリオ6-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により、復旧・復興が大

幅に遅れる事態

6-1-① 災害廃棄物の適正処理の体制構築

l速やかな災害廃棄物の処理に向け、災害廃棄物処理計画策定の検討を進める。

l災害廃棄物の仮置場の候補地の選定に取組むとともに、公的機関や民間団体におけ

る受入条件や処理可能量等の確認を行い、協定や覚書により、災害発生時における

処理体制の構築に努める。

（主要な施策・事業）

・災害廃棄物処理計画策定の検討

・災害廃棄物の受入・処理等に関する民間事業者との協定

リスクシナリオ6-2 災害対応・復旧・復興を支える人材等（専門家、コーディネータ

ー、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者等）

の不足、よりよい復興に向けたビジョンの欠如等により、復興で

きなくなる事態

6-2-① 建設事業者の事業継続

l災害時においても建設事業者の事業の継続が図られるよう、ＢＣＰの策定を促す。

また、災害時に活用可能な重機や資機材、人材の把握に努める。

l建設事業者の育成に向け、兵庫県が実施する各種研修の情報提供に努める。

事前に備えるべき

目標⑥
社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する



（主要な施策・事業）

・建設事業者の所有する重機や資機材、人材の把握

・建設事業者の育成

6-2-② 多様な担い手の確保

l災害時における建設関係技術者の人材確保に向け、行政（県や町）の技術職員ＯＢ

やボランティアの確保・育成に努める。

l復旧・復興の重要な担い手となるボランティアの円滑な受入に向け、ボランティア

センターの開設、運営の訓練に努める。

（主要な施策・事業）

・技術職員ＯＢの名簿作成、更新

・ボランティアセンター運営訓練

リスクシナリオ6-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復興が大

幅に遅れる事態

6-3-① 応急危険度判定等の速やかな実施

l大規模地震の発生後、被害の拡大を防ぐとともに速やかな住まいの確保を行うため

に、兵庫県や建築士会との連携を図りながら、応急危険度判定を円滑に実施するた

めの体制整備に努める。

l大規模地震や大雨等による宅地の崩壊危険度の判定を行う被災宅地危険度判定の速

やかな実施に向け、被災宅地危険度判定士の育成に努める。

lり災証明書の円滑な発行を行うために、住家の全壊・半壊を調査する住家被害認定

士の育成に努める。

（主要な施策・事業）

・被災宅地危険度判定士の育成

・住家被害認定士の育成

6-3-② 応急仮設住宅の確保

l速やかな応急仮設住宅の確保に向け、応急仮設住宅の建設候補地の選定を行うとと

もに、建設事業者との協定締結を検討する。



（主要な施策・事業）

・建設事業者との協定締結

6-3-③ 被災者の生活再建の支援

l被災者が早期に生活再建できるように「被災者生活再建支援制度」に関する研修を

実施し、職員の対応能力の向上を図る。

lり災証明書の円滑な発行を行うために、住家の全壊・半壊等を調査する住家被害認

定士の育成に努める。

lり災家屋証明書をはじめ、災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金等の各種手

続きに関して、迅速かつ的確に事務処理手続きを行うため、連絡体制の強化や事務

処理手続きの周知、各種手続きに関する研修に取組む。

l災害発生時における地方公共団体の業務をトータル的に支援する「被災者支援シス

テム」の活用に向けた研修会の実施により、災害対応時の対応能力の向上に努める。

（主要な施策・事業）

・住家被害認定士の育成

・被災者支援システムの活用に向けた研修会の実施

・各種手続きに関する研修への参加

リスクシナリオ7-1 住民一人ひとりの防災意識が低い状況により、被害が拡大する事

態

7-1-① 住民一人ひとりの防災意識の高揚

l防災訓練や防災学習会、出前講座、学校教育・社会教育の様々な機会を通して、住

民一人ひとりの防災意識の高揚に努める。

（主要な施策・事業）

・防災マップ（洪水・土砂災害編）、（ため池編）の周知

・防災教育の体系化の検討

・防災講習の実施

・出前講座の実施

事前に備えるべき

目標⑦

地域住民一人ひとりが防災・減災への備えに取組み、自助・共助に基

づく地域防災力を高める



7-1-② 防災訓練の実施

l定期的な防災訓練の実施に努めるとともに、災害の種別に応じた訓練に努める。

（主要な施策・事業）

・防災訓練や防災学習会の開催

・自立（律）のまちづくり交付金事業

リスクシナリオ7-2 人口減少、少子高齢化等の進行により、地域防災力の低下が生じ

る事態

7-2-① 地域の防災活動の担い手の育成

l地域の防災活動の担い手となる自主防災組織をはじめ、消防団等の活動支援に努め

る。

l地域の防災活動のリーダーとなる人材育成に向け、防災士の資格取得の支援に取組

む。

l災害時における共助が発揮されるためには、日常からの住民同士の交流が重要であ

ることから、文化センター、八千種研修センターや公民館を活用した交流機会の創

出に努める。

（主要な施策・事業）

・自主防災組織の育成

・防災士の育成支援

・文化センター、八千種研修センター、公民館での活動の活性化

7-2-② 多様な組織の連携強化

l住民、自主防災組織、学校、事業者、ボランティア、県、町、その他の関係者が、

協働の体制により、防災・減災対策に努める。

（主要な施策・事業）

・中学生の防災活動への参加機会の創出



第１節 施策の重点化の考え方

１ 施策の重点化の考え方

本町において大規模な被害が発生する自然災害としては、山崎断層帯地震が挙げら

れ、建物倒壊を起因とする人的被害が多くなっている。また、地震の揺れによる急傾

斜地の崩壊の発生や地震火災等においても人的被害の発生が懸念される。

ただし、津波被害のある沿岸部の市町村に比べると安全なまちであり、山崎断層帯

地震が発生した際にも、人命を守ることで、地域・産業・行政機能等の維持を図るこ

とが可能と考える。

このほか地球温暖化などによる気候変動により水災害が頻発化、激甚化しているが、

これが起因して土砂災害が発生、また、市川、七種川、西谷川、平田川、雲津川の二

級河川、川すそ川、直谷川等雨水幹線、谷川等普通河川が氾濫し、人的被害の発生が

懸念される。

そこで、以下の目標を掲げ、効果的・重点的に施策の推進を図ることとする。

■施策の重点化における目標

【 地震及び水害から犠牲者の発生“０”をめざす 】

本町において、地震や水害が発生した場合においても、確実な避難行動や災害に

強いまちづくりの実現等により、一人の犠牲者も出さないという決意を持って取組

を進める。

第２節 重点化すべき施策

施策の重点化の目標に掲げた「地震及び水害からの犠牲者の発生“０”をめざす」

の実現に向け、以下のリスクシナリオに該当する施策・事業を「重点化すべき施策」

として位置付ける。

地震の被害想定にて死者が想定されている「建物倒壊」への対策は、「犠牲者の発

生“０”」の実現に向けて最も重要な取組と言える。

第５章 施策の重点化

リスクシナリオ

１－１

大規模地震に伴う住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模

倒壊による多数の死傷者の発生



そのため、自らの命は、自らが守るという意識を高め、住宅の耐震化や家具の転

倒防止対策等の取組の加速化を図る。

本町には住宅が密集した市街地があり、地震火災が発生した際には、甚大な被害

につながるおそれがある。

地震火災の対策は、まず“火災を発生させない”という未然防止、“小さな火のう

ちに消す”という初期消火が重要であり、住民一人ひとりの防火意識の高揚や初期

消火体制の強化等の取組を推進していく。

本町を南北に縦断する二級河川市川の堤防が異常気象等が起因する水位上昇によ

り決壊した場合、洪水による浸水は広範囲にわたり、水深も深く甚大な被害を及ぼ

すおそれがある。また、本町には143箇所という数多くのため池が存在し、同様に

損壊した場合にも甚大な被害を及ぼすおそれがある。

危険箇所の解消に向けた対策工事を兵庫県との連携のもと計画的に進めていくが、

多くの時間・予算等を要することから、「犠牲者の発生“０”」の実現を効果的に進

めるため、住民一人ひとりの危険箇所の理解を深め、適切な避難行動を促す取組を

推進していく。

本町には、多くの土砂災害等の危険箇所が存在しており、山崎断層帯地震におい

て土砂災害等が発生するおそれがある。

危険箇所の解消に向けた対策工事を兵庫県との連携のもと計画的に進めていくが、

多くの時間・予算等を要することから、「犠牲者の発生“０”」の実現を効果的に進

めるため、住民一人ひとりの危険箇所の理解を深め、適切な避難行動を促す取組を

推進していく。

「犠牲者の発生“０”」の実現には、災害対応を“自分事”として考え、住民一人

ひとりの防災意識を高めていくことが不可欠である。

出前講座や関係機関が実施する防災学習、自主防災組織による防災訓練等に、住

リスクシナリオ

１－２
地震に伴う住宅密集地等の大規模火災による多数の死傷者の発生

リスクシナリオ

１－３

異常気象時における河川の氾濫・堤防の決壊、ため池の損壊等による多数の

死傷者の発生

リスクシナリオ

１－４
大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生

リスクシナリオ

７－１
住民一人ひとりの防災意識が低い状況により、被害が拡大する事態



民一人ひとりが積極的に参加する機運を高めるための取組を推進していく。

人口減少・少子高齢化が進む中で、地域活力の低下が懸念されている。

平時におけるコミュニティの活性化に向けた取組が、災害時における共助を高め

ることにつながることから、様々なまちづくり活動等の取組を促していく。

リスクシナリオ

７－２
人口減少、少子高齢化等の進行により、地域防災力の低下が生じる事態



第１節 推進体制

１ 自助・共助・公助による推進

強靭化の実現には、本町の全職員をはじめ、国や県、防災関係機関、自主防災組織

や消防団、民間事業者、教育機関、住民の一人ひとりが役割を担うという認識のもと、

適切な「自助」、「共助」及び「公助」の役割分担のもとで、計画の推進を図る。

なお、地域防災力の向上には、“共助”の役割が重要であり、町と関係機関の連携を

高めながら効果的な施策の推進に努める。

■福崎町の強靭化の取組に向けた自助・共助・公助の考え方のイメージ

・「自助」は「共助」の一翼を担う一体的なものとの認識のもと、共助をターゲットと

した取組を進めることで、効果的に「自助」を高めていくことが期待される。

・強靭化に向けた取組において、「共助」の担う役割は大きく、「自助」と「公助」を

効果的に結びつける役割を担うことが期待される。

２ ハードとソフトの適切な組合せ

ハード対策とソフト施策の適切な組合せによる各種事業の推進を図り、効果的かつ

実効的な施策の推進に努める。

自助 共助

公助

情報発信、
啓発、教育、
活動支援等

連携

訓練や学習への
参加 等

自主活動、訓練や
学習への参加 等

地域防災力

共助

公助

自助

地域防災力

これまでの自助・共助・公助の
考え方のイメージ

国土強靭化に向けた自助・共助・公助の
考え方のイメージ

共助を高める取組
が自助を高めるこ
とにつながる

⇒共助から自助
へのアプロー
チ

自助と共助の連携
強化

⇒自助と共助の
一体化（コ
ミュニティの
形成）

第６章 計画の推進と進捗管理



第２節 計画の進捗管理と見直し

本計画に基づく施策・事業の確実な推進に向け、各施策・事業の適切な進捗管理が

重要になる。本計画では、主要な施策・事業の一覧を別に作成する。

この主要な施策・事業の一覧を使用し、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行うこ

ととする。


